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1 はじめに   

わが国のにおいては，歴史的に，充分な都市基盤整備が行  

われていないなどにより，多くの木造密集市街地が存在して  

いる．こうした市街地は，出火した火災が延焼し，また延焼が  

拡大する危険性をはらんでいる．しかしながら，敷地が狭い，  

あるいは居住者が高齢化しているなどの理由により，市街地  

整備が進みにくい状況となっている地域もある．こうした状  

況から，市街地の難燃化によって効果的に防火性能を向上さ  

せるためには，不燃領域率を上げることだけではなく，延焼  

経路を効果的に遮断し得る建物を優先的に整備することも重  

要であると考えられる．   

本稿では，難燃化を効果的に進める観点からみた場合の，  

市街地整備計画における建物の整備優先順位を示す方法を諭  

する．   

2 延焼経路ネットワークの利用  

2．1 延焼経路ネットワークの作成   

本稿では，整備優先順位を示すために，延焼経路ネットワー  

ク【1】を用いる．延焼経路ネットワークは，建物から出火が  

あった場合に，延焼が拡大する危険がある範囲を表したグラ  

フであり，以下の手順によって得ることができる．  

i）市街地のすべての建物に頂点を1点ずつ与える．  

ii）あらゆる2棟の組み合わせについて，2横間の距離が延  

焼限界距離より小さくなっている建物を辺で結ぶ．  

2．2 問題の記述   

ネットワークを用いることにより，建物の整備優先順位を  

示す問題は，延焼経路ネットワークC＝（隼β）におい七，次  

の条件を満たす頂点集合V（C）の分割を得る問題として表す  

ことができる．  

2．4 市街地防火性能を表す指標   

市街地防火性能を表す指標として，平均焼失率x／lVlを用  

いる．2．3より．対象市街地内の1棟から出火することを前提  

とした平均焼失棟数x【2】は，  

∑≡1昭l2…  
（3）  X＝  

と表される．平均焼失率は，市街地の全棟数に占めるxの割  

合として，以下のように表される．  

x ∑－た1岡2＋几  
（4）  

lVl  lVl2   

2．5 整備優先度指標   

建物の整備優先度指標として，頂点からの最短経路フロー  

流出量を定義する．頂点のフロー流出量は，市街地のあらゆる  

建物から出火して最も速く延焼拡大が起こる場合に，それぞ  

れの建物が延焼経路となり得る頻度を表すと考えられる．最  

短経路フロー流出量を求める手順を以下に示す．  

i）延焼経路ネットワークCのあらゆる2頂点間の最短経  

路を求め，この最短経路に含まれる辺に単位量のフロー  

を与える．  

ii）それぞれの建物における流出するフローの総和を，その  

建物の最短経路フロー流出量とする．   

3 整備優先順位の導出   

以下では，仮想の市街地モデルに生成した延焼経路ネット  

ワークを用いて，整備優先順位の導出を試みる．  

3．1 市街地モデルの仮定   

計算例を示すための延焼経路ネットワークを作成するにあ  

たり，次のような市街地モデルを仮定する．  

1）領域を．－一辺の長さが1の正方形とする．  

2）建物の配置棟数をIVト最小隣横間隔を吋何とする．  

3．2 整備優先順位の導出手順   

整備優先順位を導出する手順を以下に示す．   

stepl与えられた建物配置に対し，延焼経路ネットワーク  

Cを作成する．   

step2（プ上で，2．5の方法により建物の最短経路フロー流出  

量を求め，大きい順にm棟を整備対象建物とする．   

Step3整備対象建物のすべてを整備建物に置き換え，X／lVl   

を求める．x／lV暮＜0．10ならば，計算を終了する．さも  

なくば，Cを更新し，Step2に戻る．  

3．3 整備優先順位の違いと市街地防火性能の変化   

計算例として用いる延焼経路ネットワークを，頂点の数  

Ⅴ（C）  （Ⅵ，‥・，陥，（cl），…，（‰））  （1）  

∀豆，j∈（1，…，た），豆≠j；  

（（明，り）l∀叫∈Ⅵ，∀り∈り）＝¢  （2）  

未整備建物のみによる連結成分の頂点集合  

整備対象建物  

連結成分の個数  

整備対象建物の棟数  

ただし，Ⅵ  

Cj  

た  

γも  

2．3 延焼の条件   

延焼限界距離は，連続延焼が起こらない最小の隣棟間隔で  

ある．本稿では，議論を簡疾にするため，2横間の延焼につ  

いて，以下の条件を与える．   

●2棟の未整備建物間の延焼限界距離を，立地点によらず  

一定の値dとする．   

●整備済み建物を含む2棟の建物間では延焼は起こらない．   

●Ⅵの1棟から也火し．たとき，Ⅵの建物すべてが焼失する．  

。Cブから出火したとき，らのみが焼失する．  

Vl＝500，最小隣横間隔α  lVt＝0．80で与えた建物配  

置に対し，延焼限界距離d   lVl＝1．50として作成した（図  

1）．以下に，計算終了時における計算結果を示す．  
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m＝1のとき  
囲1：計算例に用いた延焼経路ネットワーク  
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図2：累積整備棟数ごとの平均焼失率の変化  

表1：計算終了時における整備対象建物の棟数  

○整備が必要な対象建物○その他の対象建物・  
●未整備建物  太線：連結成分に含まれる辺  

m＝5のとき  

図3：整備優先順位の比較   

4 おわりに   

本稿では，市街地整備による防火対策を提示する方法のひ  

とつとして，建物の整備優先順位の導出を試みた．この方法  

が，市街地の可燃建物の隣接状況に基づいて戦略的に市街地  

の安全化を進めるためめ手法のひとつとなる可能性があると  

いえよう．   
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決定する整備建物棟数mを1棟，5棟（1％），15棟（3％）  

および2声棟（5％）としたときの，平均焼失率の変化の違いを  

図2に示す．x／lVlの低下は，mが小さい場合ほど，累積整  

備棟数が少ない段階でみられることから，mが小さい場合ほ  

ど，棟数あたりの防火性能向上の効果が大きいと考えられる．   

次にそれぞれの整備対象建物の整備必要性について検討す  

る．表1に，mが異なる4通りの整備パターンにお’ける，複  

数の連結成分に接続している（異なる連結成分間での延焼を  

阻止するために必ず整備しなければならない）対象建物の棟  

数を示す．m＝1のとき，すべての対象建物を整備する必要  

があり，．mが大き・くなるにしたがって，対象棟数にしめる必  

要棟数の割合が低くなると考えられる．m〒1およびm＝5  

のときに得られた整備優先順位（図3）をみると，m＝1の場  

合に，整備対象建物が効果的に選ばれていることがわかる．  
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